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■法令や制度が苦手（好きでない）な方へ

マンスリー･ジャーナル「月刊介護ニュースダイジェスト」

■信じてもらえないかもしれませんが……

私も法令や制度、そして最新情報については

苦手ですし、あまり好きでないですし、

正直、あまり興味もないのです（笑）

■ただ、そうも言ってられない立場なので……

毎週のメルマガに加えて、毎月話す機会を作ってしまい

法令や制度、最新情報に触れる機会を作ろうと思って始めたのが

このマンスリー・ジャーナルです

マンスリージャーナルについて
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■ライブセミナー 21:00～21:45

ご意見/ご感想/ご質問などのコメントを是非入れて下さいませ

■セミナー後「アーカイブ動画」をご覧頂けます

｢PDF資料」はアンケートにご回答頂けた方にお送りします

※リーダーズ･プログラム（年会費）､その他該当会員の方は

ライブラリより、動画・資料をご覧頂けます。

■これまでのセミナー動画＋資料は、

一般販売（レンタル）も行っています（500本超！）

ご受講にあたって
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講師プロフィール
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◎昭和52年、愛知県生まれ 介護福祉士、介護支援専門員

◎京都大学経済学部卒業後、平成12年、特別養護老人ホームに介護職として勤務

◎社会福祉法人、医療法人にて、生活相談員、グループホーム、居宅ケアマネジャー、

有料老人ホーム、小規模多機能等の管理者、新規開設、法人本部の実務に携わる

◎15年間の現場経験を経て､平成27年4月｢介護現場をよくする研究･活動｣を目的に独立

◎著書、雑誌連載多数。講演、コンサルティングは年間400回を超える

◎ブログ、facebook、毎朝5:55のライブ配信など毎日更新中

◎YouTubeや動画ライブラリーでは500本以上の動画を配信

◎介護と介護事業を守り､よくする！｢事業経営＆教育インフラ｣

リーダーズ･プログラム（年会費制）主催

◎4児の父、趣味はクラシック音楽、温泉＆サウナ、神社仏閣巡り

◎天晴れ介護サービス総合教育研究所 https://www.appare-kaigo.com/「天晴れ介護｣で検索

■日本福祉大学 社会福祉総合研修センター 兼任講師

■全国有料老人ホーム協会 研修委員 ■稲沢市 地域包括支援センター運営協議会委員

■7つの習慣®実践会 認定ファシリーテ―ター

■出版実績：中央法規出版、日総研出版、ナツメ社、その他10冊以上

■平成20年第21回ＧＥヘルスケア・エッセイ大賞にてアーリー・ヘルス賞を受賞

■榊原宏昌メールアドレス sakakibara1024@gmail.com
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介護現場をよくする研究・活動
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➢facebook、ブログ等を毎日更新、情報発信
➢天晴れ介護サービス総合教育研究所YouTubeチャンネル 週１～２回動画配信
➢メルマガ（日刊：介護の名言、週刊：介護現場をよくする研究＆活動通信）
➢以上の情報はHP（「天晴れ介護」で検索）よりどうぞ
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介護現場をよくする研究・活動
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■よい介護職はいても、よい介護現場はなかなかない……

・１人１人がよくなるだけでは、うまくいかない

・チーム、組織、目標、計画、ルール

リーダーシップ、コミュニケーションなどが必要

・「介護現場」をよくすることで

利用者はもちろん、職員も幸せになれる！

・人と人とがお互いに学び合い

気持ちよく支え合える社会づくり
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天晴れ介護サービス「ACGs」！
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著書・雑誌連載
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内容

利用者・職員から選ばれる！

介護サービス
経営の教科書
人を大切にする経営｢10｣の極意
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内容2025年9月「20TOPIX」①

利用者負担の引き上げに賛否

医療・介護・障害福祉職員の大幅な賃上げを 日比谷で集会

介護福祉士養成校の入学者、外国人が初めて半数超に

介護福祉士国試、外国人材向け経過措置の存廃で意見二分

住宅型有料老人ホーム、約3割が中重度・難病者を中心に受け入れ

老人ホームの「囲い込み」対策で方向性 厚労省

厚労省、処遇改善加算の見直しへ検討開始 年末に方向性

介護保険に新事業 過疎地のサービス提供を事業者に委託

過疎地の訪問介護に包括報酬を導入 事業所の選択制に

人員配置基準の緩和で過疎地に特別ルール 厚労省案

障害者の地域移行や生活継続を支援 厚労省次期計画の基本指針見直し案

10
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利用者負担の引き上げに賛否
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※介護のニュースサイトJOINT参照

厚生労働省は29日、次の2027年度の介護保険制度改正に向けた協議を重ねている審

議会（社会保障審議会・介護保険部会）で、給付と負担のあり方を俎上に載せた。
介護職の賃上げや事業所の支援が急がれるなか、膨張を続ける介護費を社会でどの
ように賄っていけばいいのか、という本丸の議題だ。

「最近、社会保障の負担をめぐる世論は大きく変わった。現役世代が支えきれる制
度にしていかないといけない」委員を務める一橋大学国際・公共政策大学院の佐藤
主光教授はこう述べた。続けて、「年齢で考えるのではなく、個々の負担能力に応
じて適切に負担していただくということが筋ではないか」と投げかけた。

厚労省は具体的な論点として、例えば利用者負担を引き上げることの是非をあげて
いる。利用者の9割超が1割負担となっている現状（＊）を改め、2割負担、3割負担
の対象者を拡大するか否かを検討していく構えだ。
＊ 厚労省の提出資料によると、利用者に占める3割負担の人の割合は3.6%、2割負担
の人の割合は4.6%にとどまっている。
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利用者負担の引き上げに賛否
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※介護のニュースサイトJOINT参照

政府は今年の「骨太の方針」に、この懸案の結論を今年末までに得ると明記してい
る。最終的な判断は、今秋に生まれる新たな政権の枠組みが年の瀬に下す見通しだ。

今回のディスカッションでは、所得に応じた利用者負担の引き上げを断行すべきと
いう声があがった。

日本経団連の井上隆専務理事は、「日本経済全体のバランスで見て、やはり現役世
代の負担が非常に重くなり、これが成長を阻害しているという大きな問題意識があ
る」と持論を展開。健康保険組合連合会の伊藤悦郎常務理事は、「現役世代の負担
は既に限界に達している。利用者負担の見直しを確実に実施していただければ」と
求めた。

一方で強い反対意見も出た。認知症の人と家族の会の和田誠代表理事は、「利用者
負担の引き上げは、物価高などで生活が苦しい高齢者の家計を直撃し、必要な介護
サービスの利用控えに直結する」と問題を提起。「断じて容認できない」と強調し
た。
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利用者負担の引き上げに賛否
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※介護のニュースサイトJOINT参照

また、民間介護事業推進委員会の山際淳代表委員は、「介護サービスは長期にわた
り利用し続けるもの。利用者負担を引き上げると利用控えが起こり、状態の悪化を
招き、結果的に費用が増加するという懸念が拭えない。高齢者の生活実態を踏まえ
た丁寧な議論を」と促した。

このほか、UAゼンセン日本介護クラフトユニオンの染川朗会長は、「金融資産の保

有状況なども含め、負担能力を総合的に判断することが必要」と主張。連合の小林
司総合政策推進局生活福祉局長は、「受給者と被保険者の範囲を拡大する検討も中
長期的な視点から重要」と提言した。

また、日本医師会の江澤和彦常任理事は、「事業所の経営、介護職の処遇、利用者
負担、保険料負担、どれも厳しい。制度自体が揺らいでおり、公費を含む新たな財
源の投入が避けられない」と訴えた。
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医療・介護・障害福祉職員の大幅な賃上げを 日比谷で集会
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※介護のニュースサイトJOINT参照

医療や介護、障害福祉の現場を支える職員の賃上げを求める集会が25日、東京都千

代田区の日比谷野外音楽堂で開かれた。参加者は賃上げとあわせて、診療報酬や介
護報酬、障害福祉サービス報酬の大幅な引き上げの必要性を訴えた。

背景には、物価の高騰や他産業の賃上げが続く中で、ケア労働者の賃金水準が依然
として低く、人材確保が困難になっている現状がある。事業所の経営も逼迫し、
サービス提供を持続できるか懸念を深めている関係者が多い。集会の中では、「も
う限界」「待ったなしの状況」といった声が繰り返し聞かれた。

集会の実行委員会の代表として挨拶した日本医療労働組合連合会の佐々木悦子中央
執行委員長は、「人手不足で毎日長時間働き、休みも取れないで疲弊している職員
も少なくない。社会保障費が抑制され続け、医療機関も介護事業所も経営が立ち行
かなくなっている」と問題を提起した。そのうえで、「もう限界。誰もがそう思っ
ているのではないか。ケア労働者の大幅増員、大幅賃上げ、報酬の大幅引き上げ
を」と声を張り上げ、参加者と制度の抜本的な転換を訴えた。
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介護福祉士養成校の入学者、外国人が初めて半数超に
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※介護のニュースサイトJOINT参照

今年度に介護福祉士の養成校に入学した人のうち、外国人留学生が初めて半数を超
えたことが明らかになった。厚生労働省が17日の「福祉人材確保専門委員会」で報
告した。今年度の外国人留学生の入学者数は4532人で、前年度から943人（26.3%）増
加した。全体の入学者数も7970人と、前年度の7386人から584人（7.9%）増加。外国
人留学生が全体を押し上げた形だ。

介護福祉士は現場を支える中核的な人材だが、介護現場で研鑽を積む「実務経験
ルート（＊）」で資格を取る人が多く、大学や専門学校に通う「養成校ルート」は
人気が低い。外国人留学生の存在感は年々大きくなっており、養成校の経営を左右
するほどの影響力を持つようになっている。＊ 実務経験ルート＝介護現場で経験を
積みながら研修を修了し、国家試験を受験・合格するルート。

「養成校ルート」をめぐっては現在、国家試験の合格を必ずしも必須としない経過
措置が設けられている。その終了期限が来年度末に迫るなか、厚労省は廃止か延長
かの判断を今冬にも下す構えをみせ、専門委員会で議論を続けている。資格の価
値・信頼性を重視する声と、人材確保を優先すべきとの声が対立しており、その行
方に注目が集まっている。
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介護福祉士国試、外国人材向け経過措置の存廃で意見二分
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※介護のニュースサイトJOINT参照

介護福祉士の国家試験のあり方をめぐり、介護業界の意見が大きく割れている。焦
点となっているのは、大学や専門学校に通って資格を得る「養成校ルート」の外国
人材の取り扱いだ。「養成校ルート」には現在、必ずしも国家試験の合格を必須と
しない経過措置が適用されているが、その終了期限が来年度末に迫っている（＊）。
＊ 養成校を卒業した人の現行の経過措置

（1）卒業後5年間は、国家試験を受験しなくても介護福祉士の資格を取得可能。
（2）6年目以降は、卒業後5年間、介護の業務に継続的に従事していれば、引き続き
介護福祉士の資格を取得可能。
2026年度の卒業者（2027年3月末卒業）までが対象。

このまま廃止するか、あるいは延長するか。延長の場合は法改正が必要で、厚労省
は今冬にも結論を出すべく専門委員会（福祉人材確保専門委員会）で協議を重ねて
いる。

17日に開催された専門委の会合。厚労省は論点として、「経過措置の今後の取り扱
いをどう考えるか」と投げかけたが、議論は平行線を辿った。
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介護福祉士国試、外国人材向け経過措置の存廃で意見二分
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※介護のニュースサイトJOINT参照

経過措置の廃止を訴える委員は、主に国家資格の妥当性や人材の質の担保、介護福
祉士の社会的な評価の向上などにつながると主張する。一方で延長を訴える委員は、
貴重な外国人材の受け入れがより難しくなること、養成校が行き詰まって学びの場
が失われることなどを理由にあげている。

日本介護福祉士会の及川ゆりこ会長は今回の会合で、「国民の介護に対する信頼性
を確保するためにも、この議論は経過措置の廃止で決着させるべき」と提言。SNSに

「国家資格の意味ってなに」「必死に試験を受けて、超えてきた人たちはなに」
「資格の価値が下がる」といった投稿が多くあることを紹介し、「経過措置に対す
る否定的な声が圧倒的多数を占めている。これだけの国民の声がある中で延長する
意味合いは何か、よく考える必要がある」と釘を刺した。全国老人福祉施設協議会
の石踊紳一郎副会長は、「外国人材は介護現場にとって非常に貴重で重要な存在。
人材の質の担保に向けて要件を見直しつつ、経過措置を延長することはやむを得な
いのではないか」と述べた。

厚労省は今秋に専門委の取りまとめを行い、そこから審議会で議論を詰める方針
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住宅型有料、約3割が中重度・難病者を中心に受け入れ
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※介護のニュースサイトJOINT参照

全国の住宅型有料老人ホームのうち、中重度の要介護者・難病患者を中心に受け入
れているホームが約3割を占めることが、厚生労働省の調査結果で明らかになった。
厚労省が16日に開催した検討会で報告した。

調査対象は、住宅型有料老人ホームと有料老人ホームに該当するサービス付き高齢
者向け住宅で、全国の1万9954件。このうち、「要介護者・要支援者を幅広く受け入
れている」が34.1%、「中重度・難病者を中心に受け入れている」が29.9%で、これら
の合計は64.0%にのぼった。このほか、「自立・軽度者を中心に、要介護者も受け入
れている」は34.4%で、「自立・軽度者のみ受け入れている」は1.6%だった。

住宅型有料老人ホームの重度者の受け入れが広がるなか、厚労省の検討会では、
サービスの質の確保や安全性の担保、必要な人員体制、研修のあり方などが大きな
論点となっている。併設・隣接の介護サービス事業所と一体的に運営するビジネス
モデルの透明性・健全性をどう高めるかも課題だ。

今後、厚労省がどこまで踏み込んだ施策を講じるかが焦点。検討会は今秋にも施策
の方向性を固める予定だ。
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老人ホームの「囲い込み」対策で方向性 厚労省
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※介護のニュースサイトJOINT参照

厚生労働省は16日、有料老人ホームのあり方を話し合う検討会でこれまでの議論を

踏まえた「今後の検討の方向性」を提示した。この中で、住宅型有料老人ホームの
「囲い込み」の対策にも言及。入居者・入居希望者の選択権の保障や事業運営の透
明性の向上を重視する方針を掲げた。今後、今秋の意見集約に向けて具体策を固め
る協議を本格化させる。

今回、厚労省は「今後の検討の方向性」として、「介護・医療サービスを提供する
事業者の選択権が入居者・入居希望者にあることを確実に担保する」と説明。出来
高報酬の介護・医療サービスが一体的に提供される経営モデルの透明性の向上を目
指す構えをみせた。さらに、介護・医療サービスが確実に利用者本位で提供される
ようにする観点から、ケアマネジャーの独立性の担保やケアマネジメントプロセス
の透明化を図る意向も示した。

意見交換の中では、住宅型有料老人ホームの事業運営の改善を具体化するよう促す
声が相次いだ。
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老人ホームの「囲い込み」対策で方向性 厚労省
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東洋大学福祉社会デザイン学部の高野龍昭教授は、「特定のケアマネジャーの利用
を入居条件にすることは不適切。そのことを徹底する必要がある」と指摘。「ホー
ムへの入居に関する契約とケアマネジメントに関する契約、あるいはケアマネジメ
ントのプロセスがそれぞれ別立てで明示的に確保されるようにすべき」と提言した。

日本介護支援専門員協会の濵田和則副会長は、「本人が希望すれば、ホームへの入
居前に利用されていた居宅介護支援事業所、介護サービス事業所が引き続き利用で
きることを、重要事項として確実に説明することが重要ではないか」と意見した。

このほか、日本医師会の江澤和彦常任理事は、「かかりつけ医やケアマネジャーの
変更を入居要件とするような運営はしっかり是正すべき」と主張。熊本大学法学部
の倉田賀世教授は、「高齢者らの選択を支える適正な情報提供が重要。誇大広告の
規制の法令も参考にしつつ介護・医療サービスが外付けなのかそうでないのかが一
見して分かるような表示を求め、高齢者の選択を容易にしてはどうか」と提案した。

今後の焦点は、厚労省がどこまで踏み込んだ対策を打ち出すかに移る。次回の会合
では、検討会の取りまとめ案が提示される予定。高齢化の加速で有料老人ホームの
社会的な重要性が一段と高まるなか、その規制や事業運営のルール、行政の指導・
監督のあり方などの行方が問われている。
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厚労省、処遇改善加算の見直しへ検討開始 年末に方向性
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※介護のニュースサイトJOINT参照

厚生労働省は今月から、介護報酬の「処遇改善加算」の見直しに向けた具体的な議
論を開始した。来年度の期中改定を見据えた動き。介護職の賃上げを前に進めるた
めに何をすべきか、5日に開催した審議会（社会保障審議会・介護給付費分科会）で
委員から意見を聴取した。

賃上げを本当に実施するのか、その規模、幅、財源のあり方などの根幹部分は、今
秋に誕生する新たな政権の枠組みが年末までに決めることになるが、今のうちから
ディテールの議論を重ねていく狙いがある。政府が見せている前向きな姿勢が後退
しないかどうかが焦点だ。

石破政権は今年の「骨太の方針」に、「介護・障害福祉職員の他職種と遜色のない
処遇改善に取り組むとともに、これまでの処遇改善の実態を把握・検証し、今年末
までに結論が得られるよう検討する」と書き込んでいた。厚労省は今回、こうした
「骨太の方針」の記載内容を踏襲する形で、次のような認識を明示した。

「介護など公定価格の分野の賃上げ、経営の安定、離職防止、人材確保がしっかり
図られるよう、コストカット型からの転換を明確に図る必要がある」
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厚労省、処遇改善加算の見直しへ検討開始 年末に方向性
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※介護のニュースサイトJOINT参照

日本医師会の江澤和彦常任理事は、「来年度は過去に類を見ない異次元の力強い処
遇改善が不可欠」と強調。「介護職員がいなくなれば我が国の介護は消滅してしま
う。処遇改善の財源が必要不可欠であることは、全員で共有すべきこと」と呼びか
けた。

全国老人保健施設協会の東憲太郎会長は、「介護業界を崩壊させないためにも、少
なくとも他産業に引けを取らない賃上げが必要。来年度からではなく、補正予算な
どによる今年度内の賃上げ対応も必須」と主張した。

日本介護支援専門員協会の濵田和則副会長は、「介護職員の処遇改善が図られるの
であれば、介護支援専門員については少なくとも同等か、これまで処遇改善加算の
対象でなかったことも考慮した対応を強く要望する」と訴えた。

このほか、健康保険組合連合会の伊藤悦郎常務理事は、「利用者負担や保険料負担
とのバランス、あるいはそれぞれの納得感も非常に大切」とクギを刺した。今後、
厚労省は政局の行方も横目に見つつ具体策の議論を進めていく考えだ。
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介護保険に新事業 過疎地のサービス提供を事業者に委託
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※介護のニュースサイトJOINT参照

厚生労働省は8日、次の2027年度の制度改正に向けた協議を重ねている審議会で、介

護保険制度に中山間・人口減少地域での運用を想定した新たな事業を創設すること
を提案した。地域のサービス需要が縮小し、既存の仕組みだけでは体制の維持が難
しくなっている現状を踏まえた対応だ。厚労省は会合の中で、「市町村が地域の実
情に応じて、介護サービスを、給付に代わる新類型の事業として、介護保険財源を
活用して実施できる仕組みを設けることが考えられないか」と説明した。

新類型の事業は、従来の利用者ごとの出来高払いではなく、市町村がサービス提供
の対価として事業者に委託費を支払う仕組み。市町村内に十分な事業所が存在しな
い場合は、周囲の市町村の事業所に委託すること、複数のサービス類型を組み合わ
せて委託することも想定されている。利用者数の増減などに経営が左右されにくい
ことが特徴。事業者にとって収入の予見性が高まり、サービス提供の安定化につな
がる効果が期待されている。

厚労省は会合で、利用者の確保が難しい中山間・人口減少地域では単独のサービス
運営が難しく、提供体制の維持に課題を抱えるケースが多いと指摘。
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過疎地の訪問介護に包括報酬を導入 事業所の選択制に
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※介護のニュースサイトJOINT参照

厚生労働省は8日、2027年度の介護保険制度の改正に向けた協議を重ねている審議会

（社会保障審議会・介護保険部会）で、中山間・人口減少地域の訪問介護に限った
措置として、事業所が出来高報酬と定額報酬（包括評価）を選択できる新たな仕組
みの創設を提案した。中山間・人口減少地域の経営環境の厳しさを考慮した。ニー
ズの縮小や季節ごとの繁閑の激しさ、利用者の急なキャンセル、移動の負担などで
安定した事業運営が難しく、サービス基盤の維持が大きな課題となっている。

現行の出来高報酬は、サービス提供の回数や時間に応じて収入が決まる仕組み。事
業者の納得感が得られやすく、利用頻度の低い高齢者は負担が軽くなるというメ
リットもある。一方で、収入が利用状況に左右されるため経営が不安定化しがちだ。
移動時間が長く、1日の訪問回数が限られる地域では、急なキャンセルによる機会損
失の影響も大きくなる。

これに対し、厚労省が新たに導入を検討する包括評価は、月単位で定額報酬を確保
できる点が特徴だ。利用者数などに応じて収入の見込みが立つため、予見性の高い
安定的な経営がしやすくなる。利用頻度の低い利用者も受け入れやすい。
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人員配置基準の緩和で過疎地に特別ルール 厚労省案
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※介護のニュースサイトJOINT参照

厚生労働省は8日、2027年度の介護保険制度の改正に向けた議論を重ねている審議会

（社会保障審議会・介護保険部会）を開き、施策の肉付けを進める具体的な協議を
開始した。介護ニーズの縮小や一層深刻な人手不足などに直面する中山間・人口減
少地域で、必要な介護サービスの提供体制をどう維持していくべきか。これが今回
のメインテーマとなった。厚労省は中山間・人口減少地域に限った特別ルールを新
たに設けることを提案。現行の「特例介護サービス」の枠組みを拡張し、管理者や
専門職の常勤・専従要件、夜勤要件の緩和などを実施してはどうかとした。

現行の「特例介護サービス」には大きく2つの類型がある。

1つは「基準該当サービス」。国が定める人員配置基準などを満たしていなくても、
都道府県が条例で定める基準を満たしていれば保険給付の対象にできる仕組みだ。

もう1つは「離島等相当サービス」。離島や過疎地、豪雪地、辺地など国が定める地

域に限り、国の基準を満たさないサービスの保険給付も市町村の判断で認めるもの
だ。
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人員配置基準の緩和で過疎地に特別ルール 厚労省案
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※介護のニュースサイトJOINT参照

いずれも中山間・人口減少地域で既に運用されており、通常の指定サービスと比べ
て柔軟性が高い。自治体が地域の実情を踏まえ、人員配置基準などを独自に定めら
れる点が特徴となっている。厚労省は今回、こうした「特例介護サービス」を拡張
して有効に活用してもらうことにより、中山間・人口減少地域で人員配置基準の緩
和などを実現できるようにする案を提示した。

居宅サービスだけでなく施設サービスにも適用する考え。制度の詳細はこれから詰
めていく。厚労省の関係者は会合後、緩和した人員配置基準を実際に定める主体や
プロセスなどについて、「そこも今後の重要な検討課題」と説明した。

こうした特別ルールを適用する対象地域も明確に定める方針。厚労省は既存の「特
別地域加算」のターゲット（＊）を基本とし、人口減少など地域の実情を踏まえて
更に広げることを提案した。国が考え方を示し、市町村の意見も考慮して都道府県
が対象地域を定める方式を、決め方の一案として提示した。
＊ 離島や過疎地、豪雪地、辺地など、離島等相当サービスの対象地域とほぼ同じ。
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障害者の地域移行や生活継続を支援
厚労省 次期計画の基本指針見直し案

27

※介護のニュースサイトJOINT参照

厚生労働省は25日、次の障害福祉計画（第8期）に向けた基本指針の見直しのポイン
トを社会保障審議会・障害者部会に提示した。ポイントの1つとして、障害者の施設
入所から地域生活への移行、地域生活の継続の支援を促す方針を打ち出した。

施設の役割や機能の整理を踏まえ、引き続き地域移行の成果目標を設けることを提
案。障害福祉データベースなどを活用し、地域移行の人数の見込み、障害者や家族
の支援ニーズ、地域資源の状況を十分に把握したうえで、必要なサービス量を見込
むことを盛り込むとした。

あわせて、障害者が希望する地域生活を送ることができるよう、意思決定支援や地
域生活支援拠点の機能強化、多様なニーズに対応できる専門性のあるグループホー
ムの整備、自立生活援助の利用促進など、必要な体制を確保することの重要性も記
載するとした。
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障害者の地域移行や生活継続を支援
厚労省 次期計画の基本指針見直し案

28

※介護のニュースサイトJOINT参照

また、障害福祉サービスの質の確保に向けては、事業者の新規参入が増えているこ
とを念頭に、事業所の指定や指導監査など各種取り組みの推進が必要と明記。グ
ループホームに地域に開かれた適正運営を求めるほか、就労系サービスについても、
適切な事業運営に努めることの重要性を記す意向を示した。

このほか、相談支援体制の充実については、基幹相談支援センターの設置率が特に
小規模自治体で低い現状を踏まえ、都道府県による広域的な助言や支援の必要性を
書き込むとした。

障害福祉計画は、障害福祉サービスの体制を整えて必要な支援を計画的に確保する
ことを目指すもの。都道府県や市町村が、3年に1度のサイクルで国の基本指針に
沿って策定する。厚労省は2027年度からの第8期に向けて、今冬に基本指針案をまと
める。
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内容2025年9月「20TOPIX」②

LIFE 訪問系サービスの追加も検討

ケアマネ協会 カスハラ経験をヒアリング

ケアマネ「保険外意識」7割超

1年間の採用率・離職率

訪問看護ステーションの急増

職種別の年齢、過不足状況

SOMPOケア「3対0.9」年度内166施設で

通所系サービス「短時間化」「大規模化」

施設の建設費 10年で1.5倍に
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LIFE 訪問系サービスの追加も検討

30
シルバー新報 2025年9月19日
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ケアマネ協会 カスハラ経験をヒアリング

31
シルバー新報 2025年9月5日
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ケアマネ「保険外意識」7割超
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シルバー新報 2025年9月5日
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1年間の採用率・離職率
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シルバー新報 2025年9月19日
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訪問看護ステーションの急増

34
シルバー産業新聞 2025年9月10日
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職種別の年齢、過不足状況
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シルバー産業新聞 2025年9月10日
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SOMPOケア「3対0.9」年度内166施設で
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シルバー産業新聞 2025年9月10日
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通所系サービス「短時間化」「大規模化」
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シルバー産業新聞 2025年9月10日
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施設の建設費 10年で1.5倍に

38
日経ヘルスケア 2025年9月号
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９月セミナーアーカイブ！

■進さんの「場面別！面談スキル向上講座」評価面談編

■吉村さんの「介護職のための医療知識講座
「心疾患（不整脈、狭心症、心筋梗塞）」

■中核職員養成講座第５回「組織、仕組み」

■７つの習慣実践会第６回
「公的成功 相互依存のパラダイム」（アーカイブなし）

■経営者・管理者向け勉強会「内容未定」（アーカイブなし）

■マンスリー・ジャーナル９月号（アーカイブ限定公開）
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１０月セミナー予定！

■工藤さん「気を遣いすぎて疲れる人のメンタルケア」

■吉村さん「介護職のための医療知識講座「スキンテア、褥瘡」

■中核職員養成講座第６回「職員を知る対話力」

■７つの習慣実践会第７回「WinWin」（アーカイブなし）

■経営者・管理者向け勉強会「内容未定」（アーカイブなし）

■マンスリー・ジャーナル10月号（アーカイブ限定公開）

※11月4日19時
「AIを活用したケアプラン､シフト､送迎ルート作成」

特別無料セミナー！

40
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■法令や制度が苦手（好きでない）な方へ

マンスリー･ジャーナル「月刊介護ニュースダイジェスト」

■信じてもらえないかもしれませんが……

私も法令や制度、そして最新情報については

苦手ですし、あまり好きでないですし、

正直、あまり興味もないのです（笑）

■ただ、そうも言ってられない立場なので……

毎週のメルマガに加えて、毎月話す機会を作ってしまい

法令や制度、最新情報に触れる機会を作ろうと思って始めたのが

このマンスリー・ジャーナルです

マンスリージャーナルについて
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継続的な学習の重要性！
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■成長のために

・ギャップを埋める＆強みを活かす

・時間とエネルギーをかけた分だけ成長する

・よい情報を浴び続ける、そういう環境に身を置く

・成長は螺旋階段、その時々で受け取るものも違う

・ミラーニューロン効果（思考･行動に影響､時間差で効果！）､感度が高まる

・知れば知るほど分からないことが増える、知りたいことが増える

・学びが理想をつくり、理想が学びを生む

■メンテナンスのために

・いつも良い状態を保てるとは限らない……。

・定期的に軌道修正させてくれる、人・環境の存在が必要

■自分自身、そしてチームワーク

・シャンパンタワー：自分が満ち足りて、人を満たすことができる

・研修はチームで参加､普段は話さないことも話す､施設を越えた連携
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継続的な学習の機会を持つために
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動画
オンライン
研修

対面
研修

影響力・インパクト

回数・頻度

習慣化 ＝ インパクト × 回数
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内容介護現場をよくするライブラリー
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研修･動画の内容
経営から現場まで600本以上！
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管理職養成ベーシック2024
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管理職養成ベーシック2024
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管理職養成ベーシック2024
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「管理者に必要な
4つのマネジメント」

「管理者・リーダーに必要な
４８のスキル・ノウハウ」

無料プレゼント中！
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法定研修＋新人研修パッケージ！
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法定研修＋新人研修パッケージ！
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「法定研修の定義」
＆「法定研修の内容
仕組みづくり」

無料プレゼント中！
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介護と介護事業を守り､よくする｢事業経営＆教育インフラ｣

リーダーズ・プログラム！（年会費制）

53

１．毎月10～15本の新着セミナー＆QA

２．経営から現場までを網羅した動画コンテンツ

2024年10月現在で500本超！ショート動画も好評

３．毎年のシリーズ企画

管理職養成､生産性向上､ACGs､医療知識､ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

中核職員養成講座など

４．各種グループコンサルティング

Q&A、情報交換、意見交換の機会として

｢知識・情報｣を｢行動・成果｣につなげるために

月1回QA90分、月1回PDCA120分

月1回45分個別コンサルティング

Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

内容空欄介護と介護事業を守り､よくする！

事業経営＆教育インフラ

●組織図●基準･マニュアル●PDCA●ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
事業経営の仕組み化パッケージ！

●研修●動画●グループコンサルティング
基礎の知識･情報から行動･成果を導く教育のベース！

リーダーズ･プログラム2025 
強く、熱いミッションの実現と

あたたかい組織づくりに貢献します
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研修･動画の内容
経営から現場まで600本以上！
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居宅・訪問系
地域密着デイ等
小規模事業者向け

上記以外の
法人様向け

個別コンサル
ティングを
ご希望の方
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「７つの習慣」実践会（2025年度予定）
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■ご参加頂くにあたって
・｢７つの習慣(完訳版)｣の書籍(紙)を用意し、該当箇所を読んでくる
・毎回お送りする｢実践会テキスト(4ページ程度)｣を事前に印刷する
・毎回申込制、1回3,000円、6名程度想定、夜19時～22時

→どの回からでもご参加頂けます、間が空いても大丈夫です
繰り返し受講が超効果的！です

・zoom開催（カメラ・マイクON、できればPC、静かな環境で）
・原則、遅刻・早退なしで、終了後にアンケートをお願いします

第7回winwin：285‐33610/21第1回ｲﾝｻｲﾄﾞｱｳﾄ：1-464/13

第8回理解に徹し：337‐37111/9第2回7つの習慣：47‐705/11

第9回理解される：371‐38012/14第3回主体的である：71‐1146/15

第10回シナジー：381‐4201/11第4回終わり描く：115‐1907/20

第11回刃を研ぐ：421‐4732/8第5回最優先事項：191‐2508/17

第12回年間計画（書籍なし）3/15第6回相互依存：251‐2849/21
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内容こちらも是非ご覧くださいませ！
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アンケートにご協力お願いします！
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アーカイブ視聴と
資料請求は

１０月７日まで！



Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

内容マンスリー・ジャーナル

■次回は

１０月３１日（金）２１時～

※セミナーカレンダーで

年間予定公開中
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YouTube限定LIVEで開催！
※FBグループ、LINE会員限定！
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マンスリー･ジャーナル（特集＆ニュース）
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ご清聴ありがとうございました！
また次回、ご参加下さいませ(^^)/

榊原 宏昌


